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 国土交通省では，CALS/ECを推進しており，データ再利用環境の構築を目指した電子納品を実施してい

る．電子納品された成果品が徐々に蓄積されてきている一方で，下流フェーズで利用する情報の引き継ぎ

やデータの再利用性の向上などの課題が明らかになってきた．これらの課題に対して改善策を検討してき

たが，ライフサイクルの観点にたった現状が明らかになっていない状況である． 
 本研究は，電子納品を中心にした業務およびデータ流通の現状を分析して問題点を抽出し，適切な改善

策を講ずる業務プロセス改善の可視化手法を検討した．この手法に基づき，国土交通省の道路事業を対象

に業務分析を行い，具体的な改善案を提言するとともに，本研究で検討した手法の有用性を実証した． 
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1．まえがき 
 
(1) 背景 
 公正で効率的な事業の執行を通じた公共工事のコスト

縮減および品質の確保を図る方策のひとつに，CALSの
概念を導入した情報化の推進が有力な手段としてある．

国土交通省では，CALS/EC（Continuous Acquisition and Life-
cycle Support/ Electronic Commerce；公共事業支援統合情報

システム）アクションプログラムを1997年に策定して推

進している1), 2) ．そこでは，公共事業の調査・計画，設

計，工事施工および維持管理の各フェーズで発生する多

種多様で膨大な情報の電子化と，関係者間で効率的に情

報を交換・共有・連携する環境を整備する計画が示され

ている． 
 この一環として，国土交通省では，データ再利用環境

の構築を目指し，調査・設計や工事施工などの各フェー

ズの成果品を電子化して納品する電子納品を2001年度か

ら開始している．この結果，事業関係者は，公物の完成

後，設計や工事で生成された情報から維持管理で必要な

情報が迅速に取得できるようになる．すなわち，データ

再利用環境の構築による情報の再入力の回避などによる

作業の効率化および情報取得・生成のコスト縮減の効果

が得られる．現在，電子納品された成果品が徐々に蓄積

されてきているが，下流フェーズで利用する情報の引き

継ぎや，データの再利用性の向上などの課題が明らかに

なってきた．この課題を解決するために，これまでいく

つかの研究が実施されている． 
 
(2) 既往の研究 
 既往の研究3)-7)では，CALS/ECに係わる課題に対する改

善策を検討している．業務プロセスや情報の流れを明ら

かにするために，UMLやIDEF0などの記法を用いてモデ

ル化している．しかし，作成したモデルを用いて，業務

プロセスのどの箇所に課題があるのかを抽出する詳細な

分析に踏み込まれたものは少なく，記法に基づいた資料

の作成（モデル化）に留められていることもある．モデ

ル化するのは，関係者で共通認識を持つことも目的のひ

とつであるが，現状業務モデルと改善業務モデルとを対

比した効果的な説明資料の作成事例が少ない．この結果，

現状の業務プロセスのどの箇所に潜在する課題への改善

策なのかといった具体性や，現状業務と改善業務の関連

がわかりにくくなっていることがある． 
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 さらに既往の研究8)-13)では，各フェーズで作成されて

いる報告書，書類および図面に着眼し，誰がいつどのよ

うに作成しているのかを分析している．しかし，分析対

象フェーズが限定されており，フェーズを跨いだ情報連

携の観点での分析に踏み込まれたものはない．さらに情

報連携の鍵となる電子納品に着眼した業務分析は行われ

ていない．また，報告書や図面を構成している情報項目

（データ）に踏み込んだ分析（成果品を構成する情報項

目の作成，更新，確定などの遷移）は行われていない． 
 調査設計，工事施工および維持管理の事業フェーズを

跨いだ情報連携の具体的な課題や原因を究明するには，

公共事業のライフサイクルの観点から，電子納品を実施

するために整備してきた各標準に従った情報の流通の現

状を明らかにする必要がある．これにより，適切な改善

策を講ずることができる．しかし，電子納品を導入して

いる公共事業のライフサイクルの観点にたった情報流の

現状を明らかにする効果的な業務プロセス改善の可視化

手法は確立されていない． 
 現在，国土交通省以外の公共発注機関でもCALS/EC推
進の一環として電子納品が実施されつつある14)．今後，

各機関においても電子納品の導入による情報の流通環境

（各資料の交換，連携，共有および再利用）の実現状況

を明らかにし，課題抽出および改善案を検討するために

業務分析が行われることが想定される．このことから，

電子納品を導入した公共事業を対象にした業務プロセス

改善の可視化手法を確立することにより，各機関で効率

よく改善検討することができる． 
 
(3) 研究の目的 
 本研究は，電子納品を導入している公共事業を対象に

現状の情報流を分析して課題を抽出し，改善策を導く業

務プロセス改善の可視化手法を提案することを目的とす

る．また，業務プロセス改善の可視化手法に基づいて，

実際の公共事業を対象に業務分析を実証的に実施する． 
 
(4) 本論文の構成 
 2章では，業務分析方法を検討する．(1)では，公共事

業の調査設計，工事施工および維持管理フェーズの業務

特性と流通する情報特性とを整理し，分析にあたっての

着眼点を明らかにする．(2)では，分析の対象領域の選

定方法を検討する．これらの検討結果を基にして，(3)
では，フェーズ内で発生する情報およびフェーズを跨い

だ情報流の2側面に着眼し，報告書や図面を構成してい

る情報の生成，更新，そして確定する情報流の分析方法

を検討する．とくに，フェーズを跨いだ情報流について

は，上流フェーズから下流フェーズの情報流，下流フェ

ーズが上流フェーズへ要求する情報流の2つのアプロー

チから検討する．(4)では，現状業務の課題分析方法を

検討する．(5)では，分析過程で作成したモデルを用い

た関係者間で共有する効果的な資料作成の留意点を検討

する．(6)では，導き出した改善策の効果や有用性を実

証的に検証する方法を検討する． 
 3章では，検討した業務分析手法に基づき，国土交通

直轄事業の調査設計，工事施工および維持管理を対象に

業務分析を実施し，同手法の有用性を実証する． 
 
 
2．電子納品に着目した業務プロセス改善の可視化

手法の提案 
 
 情報システム整備に係わる業務分析では，現状の業務

プロセスや情報流を明らかにして課題を抽出し，改善策

として情報システム導入による支援などを検討するのが

一般的な進め方である．また，分析の対象領域の業務プ

ロセスや流通するデータを可視化して分析を支援する

UML15)やIDEF016), 17)およびDFD18)などの記法がある．業務

分析者は，業務分析の対象領域や目的ごとに記法を選定

し，具体的な分析手法を検討している．業務分析の手順

は，ある程度は一般化されているが，詳細な手順は確立

されておらず，分析の目的や対象領域に依存している． 
 一方，公共事業のライフサイクルは長期間にわたり，

携わる関係者が非常に多く，各フェーズで電子納品され

る成果品は，報告書や図面など多種多様で大量にある．

これらすべてを対象に業務分析すると，膨大な作業量に

なるとともに，どの課題が重要なのかを判別しづらくな

ることが想定される．このため，公共事業のライフサイ

クルで再利用されている成果品（下流フェーズに引き継

がれて利用されている成果品）の情報流通に着目して業

務分析することが肝要である．  
 今後，電子納品を導入している公共発注機関において，

情報の流通環境の実現状況を明らかにし，課題抽出およ

び改善案を検討するために業務分析が行われることが想

定される．このことから，この目的に適合した業務分析

手法（業務プロセス改善の可視化手法）を確立すること

は，各公共発注機関で効率よく電子納品の導入による情

報の流通環境の実現状況を明らかにできることから，有

用性が高いといえる． 
 本研究では，電子納品の導入による情報の流通環境の

実現状況を明らかにし，課題抽出および改善案を検討す

るために業務プロセス改善の可視化手法を検討した．ま

た，同手法の有用性を高めるため，ここでは道路の事業

特性を共通仕様書などの規程で定められている業務・工

事の構成，実施内容，成果品項目および貸与資料などを

参考にして検討した． 
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(1) 公共事業で流通する情報の特性分析 
 本研究では，業務プロセス改善の可視化手法を検討す

るにあたり，公共事業で流通する情報の特性を分析した．

まず国土交通省の共通仕様書23), 24)を用いて，図-1に示す

とおり道路事業を構成する業務や工事を整理した．図-1

では工事施工を1項目（ひとつの箱）で表現しているが，

一般的には，工事開始手続き，施工準備，施工計画，施

工管理，精算，竣工・検査および支払いの流れとなる．

また，土木工事共通仕様書にてさまざまな工種に分類さ

れている． 
 道路事業では，調査・設計で多種多様で膨大な情報が

生成される．当該フェーズの詳細設計業務で工事施工に

必要な設計図が作成され，以後，発注図（設計図書）か

ら完成図（完成図書）へと引き継がれている．竣工後の

維持管理では，調査・設計および工事施工で生成された

情報が道路台帳，橋梁調書および維持管理システムなど

に集積され，長期的に管理・利用される． 
 ここで情報流通の特性を整理（図-2参照）すると，調

査・設計では，概略設計から詳細設計にかけて考え方や

検討結果が継承される．また，確定される情報が設計ご

とに異なる．例えば，概略設計ではルートを確定し，予

備設計では基本構造や用地幅を確定する．詳細設計では，

工事に必要な設計図の作成および数量計算を実施する．

各設計で確定されない成果も下流の設計に引き継がれる

が，上流の設計成果である条件や検討成果を踏襲しつつ，

当該設計で必要とする精度・品質の情報になるように精

緻に検討している． 
 一方，工事施工および維持管理では，構造物の機能を

発揮するために必要な工事目的物を建設および管理する．

工事目的物を建設するために，品質管理や工事写真など

の重要な資料を生成する．とくに，必要な情報が漏れな

く明瞭に示されている図面が重要視される．維持管理で

は，道路台帳や維持管理システムが重要視される．道路

台帳は，道路管理図（道路管理附図）や調書から構成さ

れている．道路管理者は，各点検や調査，補修・補強お

よび外部からの問い合わせなどで道路台帳を利用してお

り，なかでも道路管理図は必ず利用している．維持管理

システムには，設計や工事の成果品を格納しているシス

テム，重要構造物の図面，道路の諸元，図面および写真

などを格納しているシステムなどがある．これらのシス

テムでも図面が重要資料として位置づけられて取り扱わ

れている．また，図面は保管期間も長く義務づけられて

おり，永年保管されることが多い．したがって，平常時

では，図形情報（完成図，台帳図など）を中心にした構

造物の情報の継承が主体となる．ただし，災害などの不

測の事態が発生した際は，この限りではなく，測量成果

（地形図など）や土質・地質調査成果（ボーリング柱状

図など）を用いて現況と比較したり，設計計算書や工事

施工の品質管理資料および写真などを用いて構造物の復

旧対策を検討したりなど，さまざまな資料を用いて対策

に取り組む． 
 以上から，ライフサイクルで流通している情報には，

調査・設計では条件や検討結果を継承しつつ各設計の目

的に応じた情報を確定させていき，工事施工および維持

管理では主に図面情報を重視した流通に変わっていく特

性がある．本研究では，この特性を踏まえて，次のこと

に着眼して業務分析を進めることとした． 
・公共事業のライフサイクルは長期間に渡り，設計や工

事施工などの各フェーズの目的に応じて情報が生成・

確定されていることから，分析対象を調査・設計，工

事施工および維持管理とする． 
・設計や工事施工などの各フェーズ内で発生する情報，

設計から工事施工，そして工事施工から維持管理など

のフェーズを跨いだ情報流を実際に納品されている成

果品を用いて分析する．とくに，公共事業で流通する

情報のうち，工事目的物の重要な情報を集約した図面

の流通に着眼する． 
・調査・設計では，条件や検討成果を継承している特性

を踏まえ，図面に加え，報告書や設計書に記載されて

いる工事目的物の条件および検討結果の情報の流通に

着眼する． 
・工事施工および維持管理は，図形情報を継承している

特性を踏まえ，図面（工事目的物の図形情報）の流通

に着眼する． 
・維持管理では，点検や補修データとともに，設計や工

事での情報も継承されているので，当該フェーズで集

積・管理している情報を整理する． 
・各フェーズの情報は電子納品を介して連携しているこ

とから，CALS/ECの推進で整備した電子納品要領およ

び基準の有効性を情報流通の観点から分析する． 
 本研究では，公共事業で流通する情報の特性を踏まえ

た業務プロセス改善の可視化手法として，図-3の流れに

沿って実施することとした．それぞれの実施内容は，次

項以降に示す． 
 
(2) 分析の対象領域の選定 
 公共事業の標準的な業務や工事は，共通仕様書などの

資料を用いて整理することができる．公共事業のライフ

サイクルで流通している情報を分析するには，各プロセ

スにおける実際の成果品を用いることにより，具体的な

結論が得られる．また，情報流通の一貫性を確保するた

め，同一事業の調査・設計，工事施工および維持管理の

各成果品が揃っている事業を対象とすることが望ましい． 
 しかしながら，公共事業は，構造物の維持管理に至る 
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図-2 事業・情報の流れと特性 
 

 

図-3 業務プロセス改善の可視化手法の流れ 

 
までに多くの業務や工事が実施されることがある．これ

らすべての成果品を対象に分析するのは，作業量が膨大

になることが危惧される． 
 そこで，作業量を必要最小限に抑えるとともに，各成

果品の関連性を確保して分析精度を高めるため，対象事

業の成果品が対象としている場所情報（測点，キロポス

トなど）に着眼してバーチャートなどで整理し，関連性

の高い業務・工事を分析の対象領域として選定する．さ

らに，各業務や工事の時間軸や資料の引き渡しの関連性

も十分踏まえる必要がある．この対応としては，各業務

と工事の履行期間，さらに設計成果の図面と発注図との

関連性をUMLシーケンス図を作成して整理し，対象業

務・工事を選定する． 
 
(3) 現状業務の分析 
 現状業務を明らかにするのは，下流フェーズで必要な

情報を引き渡す阻害となっている原因を究明し，改善策

を検討する資料（材料）を揃えることが目的である．そ

こで本研究では，設計，工事，維持管理の事業フェーズ

内および各事業フェーズを跨いだ情報流の2側面に着眼

し，報告書や図面を構成している情報の作成，更新，そ

して確定する情報流の分析方法を検討した．また，事業

フェーズを跨いだ情報流については，上流フェーズから

下流フェーズの情報流，下流フェーズが上流フェーズへ

要求する情報流の2つのアプローチによる分析方法を検

討した． 
a）事業フェーズで発生する情報分析 
 公共事業のライフサイクルは，さまざまな業務や工事

から構成されており，流通する情報も多種多様で大量で

ある．流通する資料のうち，図面は，最も再利用性が高

い成果品である． 
 国土交通省のCALS/ECでは，CAD図面をライフサイク

ルで流通させるため，CAD図面の作成規則としてCAD
製図基準(案)19), 20)を策定し，データ交換の標準としてSXF
（Scadec data eXchange Format）21), 22)を採用している．また，

国土交通省以外の公共発注機関でも同様に取り組まれて

いる17)．こうした取り組みの結果，CAD図面の流通基盤

が整備されつつあるが，実際の現場における有効性は検
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証されていない． 
 現場に即した改善案を講ずるには，ライフサイクルで

実際に流通している資料を克明に整理する必要がある．

しかし，これらすべてを一挙に整理するには対象範囲が

広いため，段階的に整理していくのが得策である． 
 そこで，既に完了した業務，工事施工および維持管理

の成果品（報告書，図面など）を基にして，各フェーズ

で発生する情報を分析する．それぞれのフェーズ内で発

生する成果品を構成している最小の情報単位の粒度で，

生成，流用，更新および確定の遷移や情報の形式などの

特性を分析する．また，実際の現場（事務所など）の職

員を対象にヒアリング調査し，実態を整理する． 
b）事業フェーズ間の情報連携の分析 
 CALS/ECの目的は，関係者間での効率的な情報の交

換・共有・連携の環境を整備することである．この環境

を実現するには，事業フェーズ間の情報連携を分析して

現状を明らかにする必要がある．これにより，維持管理

で必要としている情報を流すための改善策を検討する資

料（材料）が揃えられる． 
 本研究では，前項a）の分析成果を用いて2つのアプロ

ーチによる事業フェーズ間の情報連携を分析する．アプ

ローチ1として，上流フェーズで生成されたどの情報が

維持管理に流れているのかを明らかにする．具体的には，

“調査・設計と工事施工のフェーズ間”および“工事施

工と維持管理のフェーズ間”の情報流（連携）を分析す

る（図-4）． 
 アプローチ2として，維持管理で必要とする情報を明

らかにし，その情報が上流フェーズのどこで生成されて

いるのかを分析する（図-5）． 
 
(4) 現状業務の課題分析 
 現状業務の課題は，机上検討でも導き出せることがあ

る．しかし，現場の職員にヒアリング調査することで，

より具体的な課題や原因を究明することができる．そこ

で本研究では，課題を抽出するために，次のことに着眼

して実務経験者にヒアリング調査する． 
・情報連携が不十分でデータの再入力が発生している業

務プロセス 
・電子成果品の再利用性向上の観点から見た電子納品の

要領・基準の改善点（上流側で作成した情報が再利用

されていない視点） 
・再利用性の高い図面で表現すべき情報（精度，データ

形式含む） 
・維持管理フェーズで必要とする情報 
・維持管理システムと連携すべき情報システム 
 ヒアリング調査を通じて抽出した各種課題と原因との

関係性を整理し，より具体性のある適切な改善策を導き 

【調査設計】

報告書

標準横断面図

平面図

縦断面図

横断面図

【工事施工】

施工計画書

標準横断面図

平面図

縦断面図

横断面図

施設基本データ

【維持管理】

台帳

調査設計→工事施工，
工事施工→維持管理に流
れている情報を分析

管理図

維持管理システム

 
図-4 アプローチ1：上流側から見た情報流分析 

 
【調査設計】

報告書

標準横断面図

平面図

縦断面図

横断面図

【工事施工】

標準横断面図

施設基本データ

【維持管理】

台帳

維持管理で必要とする情報
を整理し，上流フェーズで
生成されているかを分析

管理図

維持管理システム

施工計画書

平面図

横断面図

縦断面図

 
図-5 アプローチ2：下流側から見た情報流分析 

 
出す．とくに，維持管理における情報の再利用の視点か

ら，調査・設計および工事施工で改善すべき事項を検討

する．すべての改善策に対して即座に取り組むのは，人

的・費用的な側面から難しく，段階的に着手していくこ

とが想定される．このため，導き出した改善策に対して，

優先度，実現難易度および取り組み期間（短中長期）の

項目で分類し，着手する順番の判断指標を設ける． 
 
(5) モデルを用いた関係者間の共有資料の作成 
 業務分析では，関係者で共通認識を持つ資料の作成を

目的として，UMLやIDEF0などの記法を用いて，業務プ

ロセスや情報の流れを可視化（モデル化）することがあ

る．しかし，UMLやIDEF0のモデルだけでは，分析過程

で得た知見や業務プロセスのどの箇所に課題があるのか

は表現できていない．また，モデルは，業務分析者同士

では共通認識を持つツールとして利用できるが，業務や

工事の実務者とっては理解しにくい表現となっている．

業務分析は，業務分析者と実務者とで共通認識を持って

進めることによって，良き改善策を導くことができる． 
 本研究では，分析過程で作成したモデルを用いて現状

業務と改善業務とを対比した関係者間の共有資料を作成

する．現状の業務モデルに抽出した課題の具体的な内容

を示し，改善策の業務モデルに実現内容（改善状況）を

示し，1枚のシート上で対比できるようにする．1枚のシ

ートに集約することにより，一覧性が高くなり，関係者

の共有が促進する．また，そのシートには，改善策を実

現するための実施事項および留意点なども示す．  
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(6) 業務改善に関する実証実験 
 これまで電子納品の推進のなかで整備してきた要領・

基準を利用することで，情報の流通環境が実現する．し

かし，実態が整理されておらず，実際の現場における有

効性は検証されていない状況である． 
 そこで，電子納品の導入によるライフサイクルに関す

る情報連携や再利用による効果および現状の課題把握を

目的とし，実際の設計や工事で用いられている電子成果

品の作成・流通を再現する実証実験を行う． 
 
 
3．道路事業の業務分析 
 
 本研究では，道路事業を対象に業務分析を実施し，前

章で検討した業務プロセス改善の可視化手法の有用性を

検証した． 
 
(1) 分析対象の成果品の絞り込み 
 本研究では，道路事業の各フェーズの電子成果品が比

較的揃っている事業として，常陸河川国道事務所所管の

一般国道50号下館バイパスの平成15年度供用開始区間を

分析対象として選定した．当該事業に関係すると想定さ

れる各フェーズの成果品を整理したところ，調査・設計

が22件，工事施工が11件および維持管理が1件であった．

このうち，供用開始区間の場所情報（測点，キロポス

ト）との関連性の高い業務8件，工事9件および維持管理

1件を分析対象とした． 
 対象工事については，場所情報の関連性に加え，

UMLシーケンス図（図-6参照）を作成して設計図と発

注図との関連性を整理した．図-6による分析結果として，

平成13年度以降の工事の発注図は，平成12年度に実施し

た「管内道路設計業務」の設計図を用いて作成している．

このことから，この設計図と関連性のある工事として，

横塚改良工事，横塚改良その2工事，横島改良工事およ

び下館バイパス舗装工事の4件を絞り込んだ．下館バイ

パス他標識設置工事および日立・下館バイパス照明設置

工事は，道路工事における主構造物ではないので，今回

は対象外とした． 
 なお，図-6では時間軸による設計図と発注図との関連

を示しているが，各業務・工事の場所の関連は図-7のと

おりである． 
 

 

 

※橋梁工事のUMLシーケンス図は別途作成 

図-6 設計図と道路工事の発注図の関連性（UMLシーケンス図） 
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(2) 現状業務の分析 
a）事業フェーズで発生する情報分析 
 本研究では，事業フェーズ内で発生する情報として，

調査・設計では，報告書（設計計算書含む）および図面

を用いて，主たる設計条件や検討結果の情報を中心に分

析した．工事施工および維持管理では，図面，道路台帳

および道路管理のシステムで扱っている情報を中心に分

析した．調査・設計の分析結果の一部を表-1に示す．表

の縦軸は，各フェーズで生成・利用されている資料やシ

ステムを示しており，その内容は表-2のとおりである．

また，表-2に示す各資料やシステムを構成している情報 
 

 

図-7 UMLシーケンス図の業務・工事の場所の関連性 

項目も整理している．横軸は，分析対象の業務，工事お

よび維持管理のフェーズを示している．この成果により，

各資料やシステムの情報項目がどの段階で生成・更新・

確定しているのか，情報項目単位の遷移を明らかにする

ことができた． 
 得られた知見（一部）は，次のとおりである． 
・比較的早期に確定する情報（設計条件，道路中心線形

など）は，標準化して確実に次工程に引き渡すことで

再利用性が高くなる． 
・地形図や地質柱状図など検討の基礎となる情報は，利

用する場面が多く，後工程で利用しやすい形式で流通

させることで効率化が図られる． 
・工事施工の発注図は，詳細設計成果の図面を用いて作

成している．設計変更による発注図の作成では，当初

発注図を用いて文字情報のみを更新（手書きが多い）

し，図形そのものは修正していない．  
・工事施工の完成図は，検査の許容値内である場合は，

出来形管理図で付記した実寸（文字情報）のデータを

削除して納品している．すなわち，発注図を完成図と

して納品しており，実測値が反映されていない．これ

は，工事請負契約上，出来形値が許容値内であれば，

発注図（計画値）どおりの工事を実施したとした完成

図を作成する必要があることに起因している． 
 

表-1 各段階で生成する情報の分析結果（一部） 
成果 情報項目 形式

道路概略
設計(A)

路線の
決定

空中写真測
量(1/2,500)

空中写真測
量(1/1,000)

地質・
土質調査

路線
測量

道路予備
設計(B)

幅杭
設置

道路規格 T ■ ◎ ◎ 3種1級 ◎ 3種1級 ◎ ◎ 3種1級

設計速度 T ■ ◎ ◎ V=80km/h ◎ V=80km/h ◎ ◎ V=80km/h

計画交通量 T ■ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ －

横断面構成 TS ★ ◇ ■ 【4車線】 ■ 【4車線】 ■ ◎ 【4車線】

幾何構造基準 T ★ ◇ ■ Rmin=400m ■ Rmin=400m ■ ◎ －

図枠　《座標線の意味と解釈する》 TS ◇ ◇ ■ ◇ ■ ◇ ◇ ■ ◇ ■ ◇ －

現況地物 TS ◇ ◇ ■ ◇ 【小貝川】 ■ ◇ 【小貝川】 ◇ ■ ◇ ■ ◇ 【小貝川】

等高線 TS ◇ ◇ ■ ◇ 40 ■ ◇ 40 ◇ ■ ◇ ■ ◇ 40

旗揚げ TS ★ ◇ ■ Aルート ■ 予備設計区間 ◇ ■ ■ 工事箇所

延長、幅員 T ★ ◇ ■ ■ ◇ ■ ■ －

主要構造物 TS ★ ◇ ■ ■ ◇ ■ ■ －

方位 S ◇ ◇ ■ ◇ 【N】 ■ ◇ 【N】 ◇ ■ ◇ ■ ◇ －

測量段階で示される項目　《ＤＭ》 TS ◇ ◇ ■ ◇ 【下館市】 ■ ◇ 【下館市】 ◇ ■ ◇ ■ ◇ 【横島】

道路中心線（測点） TS ★ ◇ ■ 【NO.84】 ◎ 【NO.21】 ◇ ◎ ◎ ◎ ◎ 【NO.454】

曲線の起終点　《道路中心線座標と同意》 TS 【KA8-1】 ★ 【KA1-1】 ◎ ◎ ◎ ◎ 【KA7-1】

平面線形要素 T ★ ◇ ■ R=500 ■ R=500 ◎ ◎ ◎ ◎ A=600

道路幅員線 S ★ ◇ ■ 【W=30m】 ■ 【W=25m】 ◇ ■ ◇ ◎ 【図示】

工事箇所（工事名、延長、数量等） TS ★ ■ ■ ■ ■ ◎ －

工事の起終点及びその前後の関連性 TS ★ ■ ■ ■ ◇ ■ ◇ ◎ 【図示】

排水の流向、勾配、流末 TS ★ ■ ◎ 【図示】

主要構造物（橋梁、トンネル等） TS ★ 【橋梁】 ◇ ■ ◇ ◎ 【橋梁】

【帯部】

縦断勾配線 TS ★ ◇ ■ 【i=0.4％】 ■ 【i=0.4％】 ■ ◎ 【i=2.481％】

計画高 T ★ ◇ ■ 35.700 ■ 36.620 ■ ◎ 36.386

地盤高 T ★ ◇ ■ ◇ 35.60 ■ ◇ 36.40 ◇ ■ ◇ ■ ◇ 35.36

切土高 T ★ ◇ ■ 0.312 ■ 0.020 ◇ ■ ◇ －

盛土高 T ★ ◇ ■ 0.100 ■ 0.220 ◇ ■ ◇ 1.026

追加距離 T ★ ◇ ■ 2100 ■ 20 ■ ◎ 9080

測点間距離 T ★ ◇ ■ 100 ■ 20 ■ ◎ 20

測点番号 T ★ ◇ ■ NO.21 ■ NO.21 ◇ ■ ◎ NO.454

平面線形曲率図 TS ★ 【R=600】 ◎ ◎ 【A=600】

片勾配すりつけ図 TS ★ 【5.0％】 ◎ ◎ 【2.0％】

【製図領域部】 －

縦断曲線の位置及び延長 TS ★ ■ 【VCL=100】 ■ 【VCL=40】 ■ ◎ 【VCL=60】

曲線の起終点、半径およびその方向 TS ★ ■ 【R=2700】 ■ 【R=2700】 ■ ◎ 【R=2419】

ずい道又は橋梁の位置、名称、幅員、延長 TS ★ ■ 【橋梁】 ■ 【橋梁】 ■ ◎ 【小貝川橋】

（架道橋、地下道等の場合）路面上の有効高 T ★ ■ ■ 4.700 ■ ◎ －

構造物の位置、名称、大きさ、延長、施工基面高 TS ★ ■ 【管渠】 ■ 【函渠】 ■ ◎ 【函渠工】

主要道路、軌道との交差位置及び種類 TS ★ ■ 【国道294号】 ■ 【都計道】 ■ ◇ ◎ －

工事の起終点及びその前後の関連性 TS ★ ◇ ■ 【始点】 ■ 【設計始点】 ◇ ■ ◇ ◎ 【図示】

その他（現地盤線、ボーリング柱状図） TS ◇ ◇ ■ ◇ ■ ◇ ★ ■ ◇ ■ ◇ 【図示】

道路詳細
設計

報
告
書

道路概略
設計(B)

道路予備
設計(A)

平
面
図

位
置
図

縦
断
面
図

【情報流　凡例】
　★：情報の発生
　◇：情報の流用（参照）
　■：情報の更新
　◎：情報の固定
【形式の凡例】
　T：文字情報
　S：図形情報

【整備路線の基本計画を決定】
により情報発生

【空中写真測量図作成
(1/5,000)】により情報発生
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b）事業フェーズ間の情報連携の分析 
 事業フェーズ間の情報連携として，本研究では，

“調査・設計と工事施工のフェーズ間”および“工事

施工と維持管理のフェーズ間”の情報流（連携）を分

析した．分析に際しては，(1)上流フェーズで生成され

た情報が下流フェーズのどの場面で使われるか，(2)下
流フェーズで求めている情報が上流フェーズのどの場

面で生成されるかに着眼した．各情報の関係を明らか

にした方がよい場合は，適宜，UMLクラス図を作成し

て分析した． 
 表-3は，上流側から見たアプローチとして，調査・設

計で生成される情報を基軸にした調査・設計と工事施工

のフェーズ間の情報流を分析した結果（一部）である．

縦軸は表-2の資料のうち，調査・設計と工事施工との間

で流通している資料と情報項目とを示している．横軸は， 

 
表-2 現状業務の分析に用いた資料 

区分 分析に用いた資料（表-1の縦軸に該当） 

道路設計 報告書，位置図，平面図，縦断面図，標

準横断面図，横断面図，詳細図 

道路改良工事 平面図，縦断図，標準横断図，横断面

図，詳細図（ブロック積擁壁工，現場打

カルバート工構造一般図，現場打カルバ

ート工配筋図） 
道路舗装工事 路線図，平面図，縦断図，標準横断図，

横断図，詳細図（アスファルト舗装工一

般図，アスファルト舗装工横断図） 
道路台帳作成 
（維持管理） 

道路台帳（道路管理図（附図），各調

書），維持管理システム 

※工事は，上表に示す図面種類の発注図，出来形管理図および完成

図を用いて分析した． 

 

分析対象の業務，工事および維持管理のフェーズを示し

ている． 
 表-4は，下流側から見たアプローチとして，維持管理

で用いている情報を基軸にして工事施工と維持管理フェ

ーズ間の情報流を分析した結果（一部）である．縦軸は

表-2の資料のうち，工事および維持管理で利用している

資料（道路台帳，維持管理システムの情報項目）を示し

ている．横軸は，分析対象の業務，工事および維持管理

のフェーズを示している． 
 本分析で得られた知見（一部）は，次のとおりである． 
・情報が確定するフェーズを分析した結果は図-8(a)の

とおりである．図は，分析で整理したすべての情報を

母数として，各段階で確定する情報の割合を示してい

る．各フェーズを通じて，情報が生成・加工された後

に確定されているが，詳細設計で多くの情報が確定さ

れており，約72%を占めていた． 
・各フェーズで生成・加工される情報の割合を分析した

結果は図-8(b)のとおりである．図は，分析で整理し

たすべての情報を母数として，各段階で生成・加工さ

れる情報の割合を示している．詳細設計で多くの情報

が生成・加工されており，約48%を占めていた． 
・維持管理で利用する情報が多く含む上流工程の成果と

情報が確定する段階とを分析した結果は図-8(c)のと

おりである．情報を多く含む成果として，詳細設計の

数量計算書および設計報告書などが挙げられる．また，

各成果に含まれる情報が確定される段階としては，詳

細設計が多くの割合を占めていた． 
 

 

表-3 上流側から見た情報流分析 

形式 有無 実データ例 形式 有無 実データ例 形式 有無 実データ例

測量段階で示される項目　《ＤＭ》 S ○ 横島 TS ○ 地物、等高線、等 TS ○ 地物、等高線、等

道路中心線 TS ○ No.449 S ○ （図示） S ○ （図示）

曲線の起終点　《道路中心線座標と同意》 TS ○ KE4-1 TS ○ KAKA TS ○ KE（不明確）、等

平面線形要素 T ○ T ○ R=1000 T ○ R=1000

道路幅員線 TS ○ S ○ (図示） S ○ (図示）

工事箇所（工事名、延長、数量等） TS ○ T ○ 下館バイパス舗装工事、等 T ○ 下館バイパス舗装工事、等

工事の起終点及びその前後の関連性 TS ○ T ○ NO.451+5.0、等 T ○ NO.524、等

排水の流向、勾配、流末 TS ○ S ○ （流向はあるかも。不明確） S ○ 流向は一部有り。

主要構造物（橋梁、トンネル等） S ○ S ○ 場所打ちカルバート工、等 S ○ 場所打ちカルバート工、等

実測地形横断図 S ○ TS ○ GH=36.20、等 TS ○ GH=36.20、等

切盛の断面積、施工基面高、計画高、法勾配、長さ TS ○ 掘削 T ○ CA　0、等 T ○ FH=36.221、等

用地境界線 S ○ 23.7 TS ○ 23.7、等 TS ○ 23.7、等

舗装構成、設計CBR TS ○ S ○ （図示） S ○ （図示）

排水工、擁壁工等の外郭 S ○ S ○ （図示） S ○ （図示）

片勾配の値 T ○ 2% TS ○ 2.00%、等 TS ○ 2.00%、等

土層別の土量及び法長等 T ○ 1.3 T 無 T 無

【形式の凡例】T：文字情報、S：図形情報

横
断
面
図

平
面
図

成果
情報項目

（調査設計を基軸とした情報項目）

道路詳細設計 工事B工事A
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表-4 下流側から見た情報流分析 

形式 有無 図面 形式 有無 図面 形式 有無 図面 形式 有無 図面

幅員構成 実延長 T ○ ブロック積擁壁工 T ○ 一般図 T ○ 一般図

上り車線数 T ○ 横断図 T ○ 横断図 T ○ 横断図 S ○ 管理図

下り車線数 T ○ 横断図 T ○ 横断図 T ○ 横断図 S ○ 管理図

上り車道幅 T ○ 横断図 T ○ 横断図 T ○ 横断図 TS ○ 管理図

下り車道幅 T ○ 横断図 T ○ 横断図 T ○ 横断図 TS ○ 管理図

上り路肩幅 T ○ 横断図 T ○ 横断図 T ○ 横断図 TS ○ 管理図

下り路肩幅 T ○ 横断図 T ○ 横断図 T ○ 横断図 TS ○ 管理図

上り自転車歩行者道幅 T ○ 横断図 T ○ 横断図 T ○ 横断図 TS ○ 管理図

中央帯幅 T ○ 横断図 T ○ 横断図 T ○ 横断図

市区町村自 T ○ 管理図

舗装基本 上り下り区分 T ○ 横断図 T ○ 横断図 T ○ 横断図 S ○ 管理図

舗装区分 T ○ 横断図,ブロック積擁壁工 T ○ 横断図，一般図 T ○ 横断図，一般図 S ○ 管理図

舗装種別 T ○ 横断図,ブロック積擁壁工 T ○ 横断図，一般図 T ○ 横断図，一般図 T ○ 管理図

延長 T ○ ブロック積擁壁工 T ○ 一般図 T ○ 一般図

【形式の凡例】T：文字情報、S：図形情報

情報項目
（工事・維持管理を基軸とした情報項目）

工事A詳細設計 工事B 維持管理

 

 
 

測量
1% 地質調査

1%予備設計
1%施工

25%

詳細設計
72%

 

詳細設計
48%

施工
30%

予備設計
19%

地質調査
1%

測量
2%

 
 （a）各情報の確定段階の割合  （b）生成情報の割合 

 
数量計算書

設計報告書

設計検討書

数量計算書

上部工構造詳細図（主桁）

上部工構造詳細図（横桁）

上部工構造詳細図（主桁）

上部工構造詳細図（横桁）

設計計算書

施工計画書

詳
細

詳
細

予
備

予
備

詳
細

詳
細

工
事

工
事

詳
細

工
事

測量

地質調査

予備設計

詳細設計

工事

 
（c）情報を多く含む成果と情報が確定する段階 

図-8 維持管理で利用する情報の分析結果 

 
(3) 現状業務の課題分析 
 本研究では，これまでの分析結果を踏まえるとともに，

前章に示している着眼点を基にして，事業関係者へのヒ

アリング調査を実施し，現状の課題を分析した．また各

課題に対する改善策を検討した．得られた課題および改

善策は，いずれも業務改善を図るうえで重要事項ばかり

であり，有益な内容であった．得られた結論（一部）は，

次のとおりである． 
a）課題 
・道路中心線座標計算書の成果品は，PDF形式の納品が

多く，後工程で再入力が発生している．また，線形計

算ソフトへの入力ミスが発生している． 

・道路平面図や橋梁全体一般図，位置図などを作成する

際，DMデータをCADデータに変換して利用する．変

換時には座標グリッドが無いため，レイアウトに応じ

た地形図の回転編集や配置設定の手間が生じている． 
・道路台帳図の尺度は1/500である一方，道路詳細設計

の平面図の尺度は1/500または1/1,000と規定されている

ため，道路台帳図の作成で利用できないことがある． 
・完成図から道路台帳図へデータを円滑に渡すには，表

記記号の統一が前提となるが，道路台帳図と測量図，

設計図および完成図とで表記する記号が異なっている． 
・補修補強の設計で利用する資料（過去の成果品）が収

集できない場合があり，復元設計を行うことがある． 
b）改善策と効果 
・道路中心線形データの標準化による調査・設計および

工事施工におけるデータ再現作業の省力化・効率化 
・地形測量成果のDMデータを用いた道路設計（座標グ

リッド線を記述するレイヤを設けた地形図の編集によ

る設計図作成の素材準備） 
・道路台帳図の表記記号の統一および完成図の表記規則

への適用による図面流通の適正化 
・工事完成図書を用いた道路台帳図の更新（工事中の測

量結果を反映させた完成図の流通による道路台帳図作

成の作業量の軽減） 
・設計業務共通仕様書の改定（平面図の尺度を1/500）
による図面流通の適正化 

・電子納品・保管管理システム25)と維持管理システムと

の連携による各種データの登録および検索の一元化 
 本研究では，改善策の実現に向けて，計画的に取り組

めるようにするため，導き出した改善策に対して，優先

度，実現難易度および取り組み期間（短中長期）を検討

した．これにより，改善策実現に向けた実施計画を立案

する際の判断指標を設けることができた．  
 なお，これら一連の検討に際しては，適宜，事業関係

者と意見交換し，妥当性を確認しながら資料を取りまと

めていった． 
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(4) モデルを用いた関係者間の共有資料の作成 
 本研究では，分析で得られた改善策を関係者間で共有

していくための資料を作成した．資料の一例を図-9に示

す．資料は，1つの改善策の内容を1枚のシートに集約す

る構成としており，分析過程で作成したIDEF0モデルを

用いて現状と改善後とがわかるように図解している．現

状業務のモデルには，業務プロセスのどの箇所に課題が

あるのか，改善業務のモデルには，どのように改善され

ているのかがわかるように解説している．また，具体的

な改善方法と，それを実現するための留意点や難易度を

示している． 
 
(5) 業務改善に関する実証実験 
 本研究では，業務分析成果の活用・評価として，次の

ことを目的に，既存の電子成果品のCAD図面を用いて

実証実験を実施した． 
・業務分析成果である改善策の効果や有効性の確認 
・これまで電子納品の推進で整備してきた要領・基準に

よる情報の流通環境の実現状況および課題の把握 
a）実験シナリオの作成 
 今回の業務分析では，最も再利用性が高い成果品であ

る図面に係わる課題と改善策とを多く抽出することがで

きた．そこで本研究では，前項で検討した図面に係わる

改善案を基にして実験シナリオを作成した．具体的には， 
CAD図面作成に関する改善案を対象に，業務改善の有

効性を検証すること，CAD図面の利活用の現実・可能

性を確認すること，実証実験として実施可能であること

を前提に実験シナリオを選定した（表-5）．また，実証

実験に先立ち，実験シナリオごとに具体の作業の流れを

示した実験計画を立案した． 
b）実証実験の実施 
 実験シナリオに基づき，既に完了した実案件の成果品

を用いて，表-5に示す実験シナリオ上で示す場面で再現

して作業時間や課題を抽出する実証実験を実施した．ま

た，下流工程に流す資料の媒体の違いによる効果を明ら

かにするため，次の3方式による実験とした． 
 ・上流成果のCAD図面（またはDMデータ）を用いて

CAD図面および各種資料を作成する． 
 ・上流成果の紙図面を用いて紙図面の成果を作成する． 
 ・上流成果の紙図面を参考にCAD図面を作成する． 
 実証実験の状況を整理結果（一部）を図-10に示す． 
c）実証実験の評価 
 本項では，実証実験の結果で得られた知見を述べる． 
・実証実験の結果から，改善案の有効性およびCAD図
面の再利用性が高いことが確認できた． 

・CALS/ECの推進で整備した電子納品要領および基準の

有効性があることも確認できた． 

表-5 実験シナリオ 

フェーズ 実験シナリオ 

1.地形測量成果のDMデータを用いた道路設計（設計図

作成の素材準備） 
2.ボーリング柱状図をパーツとして用いた設計図の作成 調査設計 
3.道路詳細設計の設計図を用いた発注図（平面図，縦断

図，標準横断図）の作成 
4.発注図（平面図，構造図）を用いた施工計画書（図）

の作成 
5.発注図に出来形寸法値を追記して出来形管理図を作

成．出来形管理図を形状変更して完成図を作成 
工事施工 

6.発注図を用いた設計変更図の作成 
・発注図に変更寸法値を記入し，設計変更図を作成 
・発注図に変更寸法値を記入し，変更寸法値にあわせ

て形状を変更して設計図を作成 
7.補修工事の完成図書を用いた道路台帳図の更新 

維持管理 
8.上流成果図面を用いた道路台帳図の作成 

 
 
・とくに，表-6の実証実験における作業時間の比較から

も“CAD図面（またはDMデータ）を用いてCAD図面

を作成・編集”は，“紙の図面を用いて紙の図面を作

成・編集”より約半分，“紙の図面を用いてCAD図

面を作成”より約8割強の作業時間の短縮効果を得る

結果となっている． 
 以上から，CAD図面（またはDMデータ）を下流フェ

ーズに流すのは業務改善効果が高い． 
 本稿では，各実験シナリオに基づいた実証実験結果の

うち，図-10に示す実験で得られた知見を述べる． 
・CAD 製図基準(案)に準拠した CAD 図面への変換機能

が備わっている DM ビューワもしくは CAD ソフトを

用いることでレイヤ構成の編集作業の負荷が低減する． 
・座標系グリット線の作成により，DM データの測量座

標系から CAD 図面の図面座標系への変換作業が効率

化する． 
・地形図のファイルサイズが大きいと CAD 操作時の待

ち時間が長くなるため，地形図のデータ形式（オブジ

ェクト化），CADソフトの機能向上が必要になる． 
・外枠・タイトルなどの部品データの整備により平面図

作成における地形図の修正作業が低減する． 
 以上の結論から，本研究が提案する電子納品を中心に

した業務およびデータ流通の現状を分析して問題点を抽

出し，適切な改善策を講ずる業務プロセス改善の可視化

手法の有用性を確認することができた． 
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す
．

 
• 
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
デ
ー
タ
の
運
用
を
示
し
た
マ
ニ
ュ
ア
ル

(案
)等

の
作
成
も
検
討
す
る
．

 
• 
難
易
度
：
高
 
現
場
に
お
け
る
運
用
に
踏
み
込
ん
だ
プ
ロ
セ
ス
改
善
が
必
要
な
た
め
．

 
3)
設
計
業
務
共
通
仕
様
書
の
改
定
（
平
面
図
の
尺
度
を

1/5
00
）

 
• 
設
計
図
を
用
い
て
道
路
台
帳
図
を
作
成
す
る
こ
と
を
視
野
に
入
れ
て
，
設
計
業
務
仕
様
書
で
定

め
ら
れ
て
い
る
設
計
図

(平
面
図

)の
尺
度
を

1/1
00

0～
1/5

00
か
ら

1/5
00

に
改
定
す
る
．

 
• 
難
易
度
：
中
…
共
通
仕
様
書
の
改
定
を
伴
う
た
め
．
現
状
で
も
設
計
図
面
の
尺
度
は

1/5
00

が
多

く
，
設
計
コ
ン
サ
ル
へ
の
影
響
は
そ
れ
ほ
ど
大
き
く
な
い
た
め
．

 
4)
道
路
工
事
完
成
図
等
作
成
要
領

(案
)に

よ
る
デ
ー
タ
流
通
（
完
成
図
へ
の
距
離
標
記
入
の
徹
底
）

 
• 
設
計
図
お
よ
び
完
成
図
で
は
測
点
が
利
用
さ
れ
て
い
る
が
，
道
路
の
供
用
段
階
で
距
離
標
に
切

り
替
わ
り
，
維
持
管
理
段
階
で
は
距
離
標
が
利
用
さ
れ
て
い
る
．
道
路
工
事
完
成
図
等
作
成
要

領
(案

)に
よ
る
運
用
に
よ
り
，
距
離
標
が
記
入
さ
れ
た
完
成
図
が
納
品
さ
れ
，
維
持
管
理
へ
の
円

滑
な
デ
ー
タ
流
通
が
実
現
す
る
．

 
• 
工
事
完
成
図
書
の
電
子
納
品
要
領

(案
)お

よ
び

CA
D
製
図
基
準

(案
)と

の
整
合
化
等
の
是
非
を
検

討
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
．

 
• 
難
易
度
：
低
…
道
路
工
事
完
成
図
等
作
成
要
領

(案
)の

施
行
で
デ
ー
タ
流
通
が
実
現
す
る
．

 
 課
題

 
1)

 道
路
台
帳
図
の
表
記
記
号
の
統
一
お
よ
び
完
成
図
の
表
記
規
則
へ
の
適
用
：
地
方
整
備
局
単
位

の
運
用
で
あ
れ
ば
表
記
記
号
を
統
一
す
る
必
要
は
な
い
が
，
国
土
管
理
の
基
盤
整
備
と
い
う
観
点

か
ら
は
，
全
国
的
な
統
一
が
必
要
に
な
る
．

 
2)

 工
事
の
再
測
量
結
果
を
反
映
さ
せ
た
道
路
台
帳
図
の
作
成
：
上
流
成
果
の
確
実
な
情
報
提
供

と
，
実
運
用
に
踏
み
込
ん
だ
プ
ロ
セ
ス
改
善
が
必
要
に
な
る
．
現
場
（
構
造
物
）
と
誤
差
の
な
い

完
成
図
を
作
成
す
る
た
め
の
完
成
図
作
成
規
則
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
．

 
3)

 設
計
業
務
共
通
仕
様
書
の
改
定
（
平
面
図
の
尺
度
を

1/5
00
）
：
特
に
な
し
．

 
4)

 道
路
工
事
完
成
図
等
作
成
要
領

(案
)の

施
行

(完
成
図
へ
の
距
離
標
記
入
の
徹
底

) ：
特
に
な
し
．

 

 

 
道
路
台
帳
図
の
作
成
の
現
状

 

 

 
道
路
台
帳
図
の
作
成
の
改
善
案
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1) DMデータ
の内容確認

2) DMから
CADデータ
への変換

3) 必要な範
囲の切り出
し、回転編集

4) 道路平面
図の地形図
としての編集

5) CAD製図
基準（案）へ
の対応

地形測量成果のDMデータを用いた道路設計（設計図の素材準備）実験名

【CAD】SXF形式に対応した市販の道路専用CAD使用ソフト

①DMビューワを用いてDMデータの
内容を確認した．

②DMビューワの変換機能を用いて
CAD製図基準(案)に準拠したレイヤ
構成に変換した．

④測量座標系として必要範囲にグ
リット線を作成した．

⑥外枠・タイトル版・座標線を作成・
編集した．

⑦レイヤ・色・線・文字をCAD製図基
準(案)に適合するように編集した．

Ｄ
Ｍ
ビ
ュ
ー
ワ

Ｃ
Ａ
Ｄ

座標系グリット線の作成により測
量座標を含めた回転編集が容易
となった．

外枠・タイトル版等の部品データ
を用いて作業した．

【INPUT図面・データ】DMデータ（1:1,000）図面情報 【OUTPUT図面】地形図CADデータ（1:1,000）

【DMビューワ】拡張DM-SXF変換仕様（案）及び拡張DM実装規約（案）に準拠した無償ビューワ

シナリオ 作業内容 作業画面イメージ
使用
ソフト

摘要

0.5時間

0.5時間

1.0時間

0.5時間

0.5時間

作業時間

CAD→CAD
3.0時間

本実験で使用したDMビューワに
はCAD製図基準（案）に準拠した
レイヤ構成への自動変換機能が
備わっていた．

道路設計の各設計図面
作成に使用する。

・平面図
・一般図
・詳細図 等

⑤地形図とグリット線の回転を行
い，データ領域がＡ１サイズに収ま
るように編集した．

① ②
③

④ ⑤

⑥

③DMビューワのエクスポート機能を
用いてSXF（P21）データで保存し
た．

⑦

地形図データはファイルサイズ
が大きいため、CAD操作に待ち
時間が生じた（10～30秒）．

作業時間合計
紙→紙
4.0時間

紙→CAD
20.0時間  

図-10 実証実験結果の一部 
 

表-6 実証実験の作業時間の比較（単位：時間） 

実験シナリオ概要 CAD(DM)→CAD 紙→紙 紙→CAD 

1. 地形測量成果のDMデータを用いた道路設計（設計図の素材準備） 3.0 4.0 20.0

2. ボーリング柱状図をパーツとして用いた設計図の作成 1.5 2.0 3.0

3. 道路詳細設計の設計図を用いた発注図の作成  

3.1. 発注図（平面図）の作成 3.0 6.0 40.0

3.2. 発注図（縦断図）の作成 1.5 6.0 6.0

3.3. 発注図（標準横断図）の作成 3.0 6.0 6.0

4. 発注図を用いた施工計画書（図）の作成  

4.1. 平面図を用いた施工計画書の図の作成 1.3 3.0 20.0

4.2. 構造図を用いた施工計画書の図の作成 0.8 2.0 6.0

5. 発注図に出来形寸法値を追記して出来形管理図を作成 
5.出来形管理図を形状変更して完成図を作成 2.1 0.5 9.0

6. 発注図を用いた設計変更図の作成  

6.1. 発注図に変更寸法値を記入し，設計変更図を作成（文字の追記） 0.3 0.3 4.5

6.2. 発注図を用いて変更寸法値にあわせて形状変更して設計図を作成 0.6 0.3 4.5

7. 補修工事の完成図書を用いた道路台帳図の更新 2.0 －※ 6.0

8. 上流成果図面を用いた道路台帳図の作成 3.0 －※ 6.0
【凡例】CAD（またはDM）→CAD：CAD図面（またはDMデータ）を用いてCAD図面を作成  紙→紙：紙図面を用いて紙図面を作成 

紙→CAD：紙図面を参考にCAD図面を作成 
※実務では，紙図面による更新作業は実施されていないため実験の対象外とした． 
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4．あとがき 
 
 本研究は，電子納品を導入している公共事業を対象に

現状の情報流を分析して課題を抽出し，改善策を導く業

務プロセス改善の可視化手法を提案した．要点は，次の

とおりである． 
・公共事業の調査設計，工事施工および維持管理フェー

ズの業務特性と流通する情報特性とを踏まえた着眼点

に応じて業務分析を実施する．  
・分析の対象領域は，情報流通の一貫性を確保するため

に同一事業の調査・設計，工事施工および維持管理の

実際の成果品を利用し，さらに場所情報から関連性の

高い業務・工事を分析対象とする選定方法とした． 
・フェーズ内で発生する情報およびフェーズを跨いだ情

報流の2側面に着眼し，報告書や図面を構成している

情報の生成，更新，そして確定する情報流を分析する．

また，事業フェーズを跨いだ情報流については，上流

フェーズから下流フェーズの情報流，下流フェーズが

上流フェーズへ要求する情報流の2つのアプローチで

分析する． 
・関係者間で共有する効果的な資料として，分析過程で

作成したモデルを用いて作成する．現状の業務モデル

に具体的な課題の内容，改善策の業務モデルに実現内

容を示して対比させ，さらに改善策を実現するための

実施事項などを加えて1枚のシートでとりまとめる． 
・業務分析で得た改善策の効果や有用性，CALS/ECの推

進で整備してきた電子納品要領および基準の有効性を

検証する方法として，電子成果品（とくにCAD図

面）の流通に着眼した実証実験を実施する． 
 本研究で検討した手法に基づき，道路事業を対象に業

務分析を行ったところ，さまざまな課題を抽出すること

ができた．また，各課題に対する改善策を検討し，関係

者で共有する資料を作成した．共有資料は，改善に向け

た実施計画書としても利用することができる．さらに，

本研究では，CAD図面の流通に着眼した実証実験を実

施した．定量的に評価できる結果が得られたとともに，

改善案の有効性およびCAD図面の再利用性が高いこと

が確認できた．また，CALS/ECの推進で整備した電子納

品要領および基準の有効性があることも確認できた． 
 以上の結果から，本研究で検討した業務プロセス改善

の可視化手法の有用性を確認することができた．今回は，

道路事業を対象に業務分析を実施したが，この手法には，

各事業の特性の整理も作業に含まれている．また，全事

業で共通して重要な資料である図面を軸にした分析手法

である．このため，道路以外の事業でも適用することが

できる．今後，公共発注機関において電子納品の導入に

よる情報の流通環境の実現状況を明らかにし，課題抽出

および改善案を検討する際に，本研究の業務プロセス改

善の可視化手法が有効利用されることを期待する． 
 
謝辞：本研究を遂行するにあたり，関東地方整備局企画

部技術管理課および分析対象事業所管の常陸河川国道事

務所には業務分析のヒアリング調査など，多大なご協力

を賜った．ここに記して感謝の意を表する． 
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AN EMPIRICAL STUDY OF BUSINESS ANALYSIS TECHNIQUE ON 
INTRODUCTION OF ELECTRONIC DELIVERABLE FOR PUBLIC WORKS 

 
Ryuichi IMAI, Noriaki AOYAMA, Fumihiko KANAZAWA, Katsumi UESAKA, 

Ryutaro OOISHI, Kazuhiro SAKURAI and Ryosuke SHIBASAKI 
 

   Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism (MLIT) are promoting CALS/EC (Continuous 
Acquisition and Life-cycle Support/ Electronic Commerce), and they are implementing delivery of 
electronic data toward creation of an environment for data reusing. While electronic deliverables are 
accumulated, information to use by maintenance is not delivered by a stage of upper process. MLIT 
examined a remedy for these problems, but it is the situation that only the present conditions do not 
become clear at a point of view of a life cycle. 
   In this study, after some problems were extracted by analyzing business which focused on electronic 
deliverable and data circulation, a method for examining appropriate improvement was considered. Also, 
a method for examining effectiveness of various standards, that were developed in promotion of 
CALS/EC was considered. Then an road project of MLIT was analyzed and usefulness of this study's 
business analysis method was examined on recommendation concrete reform proposal. 
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